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(57)【要約】
【課題】車両への非接触給電を行う際に、人体、動物等
への電磁界の影響を低減できるとともに、車両への充電
時間の長期化を防止できる非接触給電制御装置及び非接
触給電システムを提供する。
【解決手段】非接触給電制御装置は、車両１の外部に設
けられる地上側給電部１１１から車両１に設けられる車
両側受電部１１へ非接触で電力を送る給電を制御する。
非接触給電制御装置は、車両側受電部１１への給電運転
中に、地上側給電部１１１の周辺において生体の存在を
検知したときは、車両側受電部１１へ給電する給電電力
を、生体の存在が検知されていない場合に比べて制限す
る。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　蓄電された電力を用いて走行する車両（１）の外部に設けられる地上側給電部（１１１
）から、前記車両に設けられる車両側受電部（１１）へ非接触で電力を送る給電を制御す
る非接触給電制御装置であって、
　前記車両側受電部への給電運転中に、前記地上側給電部の周辺において生体の存在を検
知したときは、前記車両側受電部へ給電する電力を、前記生体の存在が検知されていない
ときの給電運転と比べて制限することを特徴とする非接触給電制御装置。
【請求項２】
　前記電力制限を伴う給電運転中に、再び前記地上側給電部の周辺において生体の存在を
検知したときは、前記給電電力の制限を継続することを特徴とする請求項１に記載の非接
触給電制御装置。
【請求項３】
　前記給電電力を制限している時間が設定された時間よりも長くなると、外部に向けて報
知することを特徴とする請求項１または請求項２に記載の非接触給電制御装置。
【請求項４】
　前記外部へ報知する手段は、前記車両が有する音発生手段（１３）、または前記車両が
有する照明手段（１３）であることを特徴とする請求項３に記載の非接触給電制御装置。
【請求項５】
　前記設定された時間は、前記車両に蓄電されている蓄電量と前記車両の充電終了時に必
要とされる蓄電量との差に基づいて決定されることを特徴とする請求項３または請求項４
に記載の非接触給電制御装置。
【請求項６】
　前記給電運転を実施する給電運転要求があり、かつ前記給電運転を実施する前に、前記
地上側給電部の周辺において生体の存在を検知したときは、前記給電運転を開始しないこ
とを特徴とする請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の非接触給電制御装置。
【請求項７】
　請求項１から請求項６のいずれか一項に記載の非接触給電制御装置（９）と、
　前記地上側給電部の周辺において生体の存在を検知する生体検知手段（６，８，７）と
、を備えることを特徴とする非接触給電システム。
【請求項８】
　前記生体検知手段は、前記車両に搭載されて、前記車両の周辺を撮影するカメラ（６１
）を含むことを特徴とする請求項７に記載の非接触給電システム。
【請求項９】
　前記生体検知手段は、前記車両に搭載されて、前記車両の周辺に存在する障害物を検知
するセンサ（７１～７４）を含むことを特徴とする請求項７または請求項８に記載の非接
触給電システム。
【請求項１０】
　前記生体検知手段は、前記車両のドアを開閉できる固有管理番号を有する携帯送信機（
１１２）と無線通信する受信機（８１）であって、前記携帯送信機（１１２）が予め設定
された前記車両のドアからの検知範囲内に存在するときに、前記固有管理番号を受信する
受信機（８１）を含むことを特徴とする請求項７から請求項９のいずれか一項に記載の非
接触給電システム。
【請求項１１】
　前記生体検知手段は、前記車両の位置を検出する車両位置検出手段（９）と、車外に存
在しているときに、前記車両に対する位置が検出される携帯機器（１２０）と、を含んで
構成されることを特徴とする請求項７から請求項１０のいずれか一項に記載の非接触給電
システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、外部の電源から車両の電池に非接触で電力を給電する非接触給電制御装置及
び当該制御装置を備える非接触給電システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境に配慮した車両として、電気自動車、ハイブリッド車等の電動の車両が注目
されている。これらの電動車両には、走行用の電力を外部電源からの充電を可能とする電
池が装備されている。充電用の電力を給電する方法としては、給電側の電源口と車両の充
電口とをケーブルで接続するプラグイン式の給電方法や、ケーブルを用いない非接触式の
給電方法が知られている。
【０００３】
　非接触式の給電方法に関する従来技術として、例えば、特許文献１に記載の非接触給電
システムがある。この従来技術では、一次側コイルと二次側コイル間で電磁場を介して送
電が行われる。特許文献１の非接触給電システムでは、外部の施設に装備された交流電源
からの電力を高周波電力ドライバによって高周波の電力に変換した後、一次側コイルへ供
給する。そして、車体下部に配設される二次側コイルは、電磁結合により電流が流れるこ
とによって、対向する一次側コイルからの給電を受ける。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－９３９５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記従来技術では、上記のように地面近傍に配された一次側コイルと車体下部に配され
た二次側コイルとの間で電磁場を介して電力が伝送されるため、給電動作中に、一次側コ
イル付近や二次側コイル付近に人が存在すると、存在する人体が電磁界の影響を受けると
いう問題がある。
【０００６】
　具体的には、上記従来技術では、車両のドアが施錠されると充電開始要求信号を車両外
部装置に送信して充電運転を開始する。このようなタイミングで充電運転が開始すると、
まだ車両近傍に人がいる可能性があり、人体は電磁界の影響を受け得る。
【０００７】
　そこで、本発明は上記問題に鑑みてなされたものであり、その目的は、車両への非接触
給電を行う際に、人体、動物等への電磁界の影響を低減できるとともに、車両への充電時
間の長期化を防止できる非接触給電制御装置及び当該非接触給電制御装置を備える非接触
給電システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は上記目的を達成するために、以下の技術的手段を採用する。すなわち、請求項
１は、蓄電された電力を用いて走行する車両（１）の外部に設けられる地上側給電部（１
１１）から、車両（１）に設けられる車両側受電部（１１）へ非接触で電力を送る給電を
制御する非接触給電制御装置に係る発明であって、
　車両側受電部（１１）への給電運転中に、地上側給電部（１１１）の周辺において生体
の存在を検知したときは、車両側受電部（１１）へ給電する電力を生体の存在が検知され
ていないときの給電運転と比べて制限することを特徴とする。
【０００９】
　この発明によれば、給電運転中に、電磁界が発生している地上側給電部の周辺に人体等
の生体を検知した場合は、検知していない場合と比較して給電電力を制限する給電運転を
実施する。これにより、電磁界による生体への悪影響が生じない程度に給電の電力を制限
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することにより、給電を停止することなく、生体への影響を抑制しつつ車両に走行用電力
を充電することができる。したがって、車両への非接触給電を行う際に、人体、動物等へ
の電磁界の影響を低減できるとともに、車両への充電時間の長期化を防止できる。
【００１０】
　請求項２によると、電力制限を伴う給電運転中に、再び、地上側給電部の周辺において
生体の存在を検知したときは、当該給電電力の制限を継続することを特徴とする。この発
明によれば、一旦、給電電力の制限を実施して生体への電磁界の影響を抑制する状態を、
生体が検知され続けている間は維持する。この制御により、給電運転中に生体の電磁界の
影響を受ける可能性がある場合には電力制限する給電を継続できるため、安全性に優れた
給電運転を継続的に提供できる。
【００１１】
　請求項３によると、給電電力を制限している時間が設定された時間よりも長くなると、
外部に向けて報知することを特徴とする。この発明によれば、電力制限の時間が長引いた
ときには報知することにより、生体の接近した状態を早急に解消することができる。この
ように解消した後は、通常の電力で給電運転を実施することも可能になるので、車両の蓄
電装置等への充電に要する時間を短くすることができる。
【００１２】
　請求項４によると、外部へ報知する手段は、車両が有する音発生手段（１３）、または
車両が有する照明手段（１３）であることを特徴とする。この発明によれば、車両が有す
る音発生手段や照明手段を活用した報知により、車両の乗員や周囲の人に、効果的、早急
に電磁界の影響を受け得る生体を遠ざけるように促すことができる。
【００１３】
　請求項５によると、請求項３または請求項４に記載の上記設定された時間は、車両に蓄
電されている蓄電量と車両の充電終了時に必要とする蓄電量との差に基づいて決定される
ことを特徴とする。
【００１４】
　この発明によれば、外部に報知するまでの設定時間を、車両に蓄電されている現在の蓄
電量と、充電終了時に必要な蓄電量との差に基づいて決定する。このようにして当該設定
時間を決定することにより、当該蓄電量の差の大きさに応じて、外部への報知を開始する
までの時間を早く行うことが可能で、給電制限を行わない給電運転時間を多く確保するこ
ともできる。したがって、生体への電磁界の影響を抑制し、かつ車両への充電終了を早期
に実現する制御を実施できるのである。
【００１５】
　請求項６によると、給電運転を実施する給電運転要求があり、かつ給電運転を実施する
前に、地上側給電部の周辺において生体の存在を検知したときは、給電運転を開始しない
ことを特徴とする。この発明によれば、給電を行っていないときに、例えば給電停止中に
生体を検知すると、給電運転要求があった場合でも給電運転を開始しない。これにより、
給電要求に反して給電停止状態を維持するので、電磁界の影響を低減できる。
【００１６】
　請求項７に係る非接触給電システムの発明は、請求項１から請求項６のいずれか一項に
記載の非接触給電制御装置（９）と、地上側給電部の周辺において生体の存在を検知する
生体検知手段（６，８，７）と、を備えることを特徴とする。
【００１７】
　この発明によれば、給電運転中に、磁界が発生している地上側給電部の周辺に人体等の
生体を検知した場合は、検知していない場合と比較して給電電力を制限する給電運転を実
施する非接触給電システムを提供できる。したがって、車両への非接触給電を行う際に、
生体への悪影響を抑制しつつ車両への走行用電力を充電することができるため、人体、動
物等に対する電磁界の影響を低減できるとともに、車両の充電時間の長期化防止を実現で
きる。
【００１８】
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　請求項８によると、生体検知手段は、車両に搭載されて、車両の周辺を撮影するカメラ
（６１）を含むことを特徴とする。この発明によれば、車両が有する車載カメラを活用し
た生体検知により、撮像による直接的かつ効果的な生体検知を可能とし、カメラを搭載す
る車両に対しては部品点数の増加を低減できる非接触給電システムを提供できる。
【００１９】
　請求項９によると、生体検知手段は、車両に搭載されて、車両の周辺に存在する障害物
を検知するセンサ（７１～７４）を含むことを特徴とする。この発明によれば、車両が有
するセンサを活用した生体検知により、センサが有する検知範囲に応じた生体検知を可能
とし、センサを搭載する車両に対しては部品点数の増加を低減できる非接触給電システム
を提供できる。
【００２０】
　請求項１０によると、生体検知手段は、車両のドアを開閉できる固有管理番号を有する
携帯送信機（１１２）と無線通信する受信機（８１）であって、携帯送信機（１１２）が
予め設定された車両のドアからの検知範囲内に存在するときに、固有管理番号を受信する
受信機（８１）を含むことを特徴とする。
【００２１】
　この発明によれば、スマートエントリーキーを所持する人がドア等に触れてドアの開錠
または施錠の動作をする前に、車両周辺に人が存在することを検知して車両に人が近づい
たことを検出できる。したがって、生体が車両の傍からある程度離れた状態で電力制限を
伴う給電運転を実施することが可能である。また、車両が有する、例えばスマートエント
リーキー等の携帯送信機を活用した生体検知により、受信機側の検知範囲に応じた生体検
知を可能とし、このような携帯送信機によるドア開閉指令手段を採用する車両に対しては
部品点数の増加を低減できる非接触給電システムを提供できる。
【００２２】
　請求項１１によると、生体検知手段は、車両の位置を検出する車両位置検出手段（９）
と、車外に存在しているときに、車両に対する位置が検出される携帯機器（１２０）と、
を含んで構成されることを特徴とする。この発明によれば、携帯電話機等の携帯機器が備
える位置検出機能と車両位置を検出する位置検出機能とを活用した生体検知により、携帯
機器を所持する人が車両周辺に存在することを検知して、車両に当該人が近づいたことを
検出できる。したがって、生体が車両の傍からある程度離れた状態で電力制限を伴う給電
運転を実施することが可能である。
【００２３】
　なお、上記各手段の括弧内の符号は、後述する実施形態記載の具体的手段との対応関係
を示すものであり、本発明の技術的範囲を限定するものではない。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明を適用した第１実施形態に係る非接触給電システムの構成図である。
【図２】車両１における非接触給電システムに関わる構成を示す構成図である。
【図３】第１の生体検知に用いる車載カメラの撮影範囲を説明するための車両平面図であ
る。
【図４】第１実施形態において、車両への充電運転の際に実行する処理手順を示したメイ
ンフローチャートである。
【図５】非接触給電制御装置が生体検知の際に実施する第１の生体検知制御を示すフロー
チャートである。
【図６】充電運転における生体判定の結果に応じた車両への給電電力の変化と蓄電装置の
ＳＯＣの変化を示したタイムチャートである。
【図７】第２の生体検知に用いるコーナーセンサの検知範囲を説明するための車両平面図
である。
【図８】非接触給電制御装置が生体検知の際に実施する第２の生体検知制御を示すフロー
チャートである。



(6) JP 2012-165497 A 2012.8.30

10

20

30

40

50

【図９】第３の生体検知に用いるスマートエントリーの車両側送受信機の検知範囲を説明
するための車両平面図である。
【図１０】非接触給電制御装置が生体検知の際に実施する第３の生体検知制御を示すフロ
ーチャートである。
【図１１】非接触給電制御装置が生体検知の際に実施する第４の生体検知制御を示すフロ
ーチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下に、図面を参照しながら本発明を実施するための複数の形態を説明する。各形態に
おいて先行する形態で説明した事項に対応する部分には同一の参照符号を付して重複する
説明を省略する場合がある。各形態において構成の一部のみを説明している場合は、構成
の他の部分については先行して説明した他の形態を適用することができる。各実施形態で
具体的に組み合わせが可能であることを明示している部分同士の組み合わせばかりではな
く、特に組み合わせに支障が生じなければ、明示していなくても実施形態同士を部分的に
組み合わせることも可能である。
【００２６】
　（第１実施形態）
　本発明に係る非接触給電制御装置は、例えば電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリ
ッド自動車（ＰＨＶ）等の車載バッテリに充電する場合に適用することができる。図１は
、本発明を適用した第１実施形態に係る非接触給電システムの構成図である。図２は、車
両１における非接触給電システムに関わる構成を示す構成図である。第１実施形態では、
非接触給電制御装置が、車両１に設けられる車両制御ＥＣＵ９が他のＥＣＵと協働して統
合ＥＣＵとしてその機能を果たす例を説明する。
【００２７】
　図１に示すように、第１実施形態のシステムは、主に住宅１００等の配電盤１０２を通
して供給される系統電源と電気的に接続されて送電される地上側給電設備に含まれる設備
側の給電器と、車両１に搭載される車両側充電装置と、非接触で電力を送電する送電コイ
ルからなる地上側給電部１１１と、非接触で地上側給電部１１１からの電力を受電する受
電コイルからなる車両側受電部１１と、を備えて構成されている。
【００２８】
　給電器は、整流回路、高周波インバータ等を含む制御回路１１０、通信機１１２等から
構成され、車両側受電部１１に給電する際に動作する。車両側充電装置は、車両１の制御
回路１０、蓄電装置３０、充電器ＥＣＵ５、通信機１２等から構成されている。地上側給
電部１１１は、駐車設備に画成された駐車スペース内に設置または埋設され、所定の通電
によって磁界を発生するように構成されている。この地上側給電部１１１は、駐車スペー
スへの車両の進入を検知するとともに、車両側に設けられた車両側受電部１１との間で非
接触による電力の受け渡しを行う。非接触給電システムは、二次電池からなる蓄電装置３
０と車両の外部の系統電源との間で磁気的に結合された状態、例えば電磁誘導あるいは磁
気共鳴によって電力の授受を行う非接触の電力授受システムである。
【００２９】
　図２に示すように、第１実施形態は、本発明に係る非接触給電制御装置をパラレルシリ
ーズハイブリッド車に適用した例である。図１に二点鎖線で図示されている内側の部分は
、車両１に設けられる構成要素であり、車両制御ＥＣＵ９または充電器ＥＣＵ５が制御回
路１０、蓄電装置ＥＣＵ３等を介して蓄電装置３０への充電を制御する。また、給電器に
繋がっているプラグ１１３に接続される住宅１００側のコンセント１０１には、系統電源
（商用電源）等からの電力が供給されるようになっている。
【００３０】
　また、コンセント１０１には、両端にプラグを備えた給電用ケーブルの一端のプラグを
接続し、他端のプラグを車両１に設けた受電口に接続することもできる。これによれば、
車両１は、非接触給電方式に加え、有線による接触給電方式も実施することが可能な車両
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である。
【００３１】
　蓄電装置３０は、複数の二次電池からなり、端子電圧を所定の高電圧にする高電圧バッ
テリであり、昇圧コンバータ３１、各インバータ４３，４４を介して各モータジェネレー
タ４１，４２に接続され、蓄電装置ＥＣＵ３により制御される。蓄電装置３０は、発進時
、加速時等にモータに電力を供給し、減速時には回生発電した電力を蓄電する。
【００３２】
　蓄電装置３０には、昇圧コンバータ３１、降圧コンバータ３２、各種補機類からなる負
荷３３，３４（空調用冷凍サイクルの冷媒を駆動する圧縮機等）、制御回路１０が接続さ
れている。昇圧コンバータ３１は、蓄電装置３０の電圧を所定電圧まで（例えばＤＣ２８
８Ｖを最大６５０Ｖまで）昇圧する。この昇圧された電圧は、第１モータジェネレータ４
１、第２モータジェネレータ４２の駆動に用いられ、高出力化と低電力損失の両立が図ら
れる。降圧コンバータ３２は、蓄電装置３０の電圧を所定電圧まで（例えばＤＣ２８８Ｖ
を１２Ｖまで）降圧して補機バッテリ等の負荷３３、ナビゲーション装置等に印加する。
【００３３】
　第１インバータ４３及び第２インバータ４４は、昇圧コンバータ３１で昇圧された高電
圧直流電流を第１モータジェネレータ４１、第２モータジェネレータ４２へそれぞれ供給
するために交流電流に変換する。また、各インバータ４３，４４は、各モータジェネレー
タ４１，４２が発電する交流電流を直流電流に変換する機能も果たす。
【００３４】
　車両制御ＥＣＵ９は、エンジンＥＣＵ２、モータジェネレータＥＣＵ４、蓄電装置ＥＣ
Ｕ３、充電器ＥＣＵ５、画像処理ＥＣＵ６、コーナーセンサＥＣＵ７、スマートＥＣＵ８
等と通信可能に構成されている。
【００３５】
　画像処理ＥＣＵ６は、車両１の周辺の画像を撮像するＣＣＤカメラ等のカメラ６１から
データが入力されるようになっている。カメラ６１の動作は、画像処理ＥＣＵ６によって
制御される。車載のカメラ６１で撮像された画像は、光の明暗を電流の強弱に変換する撮
像素子であるＣＣＤに送信され、ＣＣＤは、画像を電気信号に変換して画像処理ＥＣＵ６
に入力する。画像処理ＥＣＵ６は、入力された電気信号を解析することにより画像解析を
実施し、その解析結果に基づいて生体の存否を判定する。図３は第１の生体検知手段とし
て用いられる車載のカメラ６１の撮影範囲を説明するための車両平面図であり、カメラ６
１は、図示するように車両１の前方及び後方のそれぞれに撮影範囲Ｄ１を有する。なお、
カメラ６１には、車両１に搭載されているリアビューカメラ、フロントビューカメラ、サ
イドビューカメラ等を用いることもできる。
【００３６】
　この第１の生体検知手段によれば、車載のカメラ６１を活用した生体検知により、撮像
による直接的かつ効果的な生体検知を可能とし、カメラ６１を搭載する車両１に対しては
部品点数増加の低減が図れる非接触給電システムを提供できる。
【００３７】
　コーナーセンサＥＣＵ７は、車両１のバンパ等の数箇所に埋設されるセンサ７１，７２
，７３，７４から入力される反射波の電気信号を用いて車両１周辺に生体が存在するか否
かを判定する。図７は第２の生体検知手段として用いられるコーナーセンサの検知範囲を
説明するための車両平面図であり、各センサ７１～７４は、図示するように車両１の周辺
にそれぞれ検知範囲Ｄ２を有する。各センサ７１～７４は、車両１周辺に向けて所定の光
または音波を発信する発信部と、その反射波を受信する受信部と、を含む手段であり、例
えば超音波を発信及び受信可能な超音波センサで構成することができる。各センサ７１～
７４の動作は、コーナーセンサＥＣＵ７によって制御される。
【００３８】
　つまり、各センサ７１～７４は、所定の検知範囲Ｄ２に生体が入った場合に、生体から
の反射波を受信する。コーナーセンサＥＣＵ７は、生体が入る前に受信した反射波に対応
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する電気信号と生体からの反射波に対応する電気信号との違いに基づいて、生体の存否を
判定する。
【００３９】
　この第２の生体検知手段によれば、車両１が有するセンサ７１～７４を活用した生体検
知により、各センサ７１～７４が有する検知範囲に応じた生体検知を可能とし、センサを
搭載する車両１に対しては部品点数の増加の低減が図れる非接触給電システムを提供でき
る。
【００４０】
　スマートＥＣＵ８は、車両１のドア部等の数箇所に埋設される送受信機８１から入力さ
れる所定の電気信号を用いて車両１周辺に生体が存在するか否かを判定する。図９は第３
の生体検知手段として用いられるスマートエントリーの車両側送受信機の検知範囲を説明
するための車両平面図であり、各送受信機８１は、図示するように車両１の周辺にそれぞ
れ検知範囲Ｄ３を有する。送受信機８１が受信する所定の電気信号は、本車両１に固有に
設定されたスマートエントリーキーが有する固有管理番号（ＩＤ番号ともいう）に対応す
る電気信号である。
【００４１】
　つまり、送受信機８１は、車両１のユーザーが当該固有管理番号を有するスマートエン
トリーキーを所持している場合に、ユーザーが所定の検知範囲Ｄ３に入ったときに、当該
固有管理番号に対応する電気信号を受信する。スマートＥＣＵ８は、送受信機８１によっ
て受信された固有管理番号が本車両１に固有に設定された固有管理番号であるか否かを判
定し、一致するときはキー照合がなされたとして当該スマートエントリーキーを所持する
者が車両１の周辺に存在すると判定する。スマートＥＣＵ８は、このようにして生体の存
否を判定する。
【００４２】
　この第３の生体検知手段によれば、スマートエントリーキーを所持する人がドア等に触
れてドアの開錠または施錠の動作をする前に、車両周辺に人が存在することを検知して車
両１に人が近づいたことを検出できる。したがって、生体が車両１の傍からある程度離れ
た状態で電力制限を伴う給電運転を実施することが可能である。また、車両が有する、例
えばスマートエントリーキー（携帯送信機）を活用した生体検知により、受信機側の検知
範囲に応じた生体検知を可能とし、このような携帯送信機によるドア開閉指令手段を採用
する車両１に対しては部品点数増加の低減が図れる非接触給電システムを提供できる。
【００４３】
　車両制御ＥＣＵ９は、第４の生体検知手段として、位置検出機能を有する携帯電話機等
の携帯機器１２０が車両１に近づいた場合に、当該機能を用いた携帯機器１２０の端末位
置情報と車両１の位置情報とを照合する。車両制御ＥＣＵ９は、この位置情報の照合によ
って、端末位置が車両１周辺の所定の範囲内にあるか否かを判定する。車両制御ＥＣＵ９
は、取得した端末位置が車両１周辺の所定の範囲内にあると判定したときは、位置検出機
能を有する携帯機器１２０を所持する者が車両１の周辺に存在すると判定する。車両制御
ＥＣＵ９は、このようにして生体の存否を判定する。
【００４４】
　なお、車両１の位置検出機能及び携帯機器１２０の位置検出機能としては、例えば、衛
生測位システムであるグローバル・ポジショニング・システム（Global Positioning Sys
tem）を使用することができる。当該衛生測位システムと車両制御ＥＣＵ９は、車両位置
検出手段及び携帯機器１２０の端末位置検出手段を構成する。
【００４５】
　この第４の生体検知手段によれば、携帯電話機等の携帯機器１２０が備える位置検出機
能と車両１の位置を検出する位置検出機能とを活用した生体検知により、携帯機器１２０
を所持する人が車両周辺に存在することを検知して、車両１に当該人が近づいたことを検
出できる。したがって、生体が車両１の傍からある程度離れた状態で電力制限を伴う給電
運転を実施することが可能である。
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【００４６】
　車両制御ＥＣＵ９は、各種センサからの信号によって運転状態に応じたエンジン出力及
びモータのトルクを算出し、各ＥＣＵに要求値を出力して駆動輪２３の駆動力を制御する
。エンジンＥＣＵ２は、車両制御ＥＣＵ９からのエンジン出力要求に従い、電子スロット
ルを制御してエンジン２０の動力を制御する。モータジェネレータＥＣＵ４は、車両制御
ＥＣＵ９からの信号により、第１モータジェネレータ４１、第２モータジェネレータ４２
、第１インバータ４３、第２インバータ４４、及び昇圧コンバータ３１を制御する。
【００４７】
　制御回路１０は、整流回路、インバータを含んで構成されており、地上側給電部１１１
を介して外部の系統電源等から得られる交流電力を変換して蓄電装置３０に供給する。充
電器ＥＣＵ５は、車両側受電部１１への給電要求の有無を判定する手段であり、また蓄電
装置３０の充放電を制御する電子制御装置である。
【００４８】
　当該給電要求は、停車中にユーザー等の操作に基づいた蓄電装置３０への充電要求や、
補機類の駆動要求があり、非接触給電の場合には地上側給電部１１１に対して車両側受電
部１１が給電可能な範囲に位置することを充電器ＥＣＵ５が判断したときに満たされる。
有線による接触給電の場合は、給電器側の給電口と車両１の受電口とがプラグ接続等によ
ってケーブルで接続されており、給電実施に必要なその他の条件が成立していると充電器
ＥＣＵ５が判断したときに満たされる。
【００４９】
　充電器ＥＣＵ５は、車両制御ＥＣＵ９、制御回路１０を介して各種の負荷３３，３４等
と通信可能に構成され、車両側の通信機１２を通じて、地上側給電部１１１側の制御回路
１１０に設けられた通信機１１２を介して、給電器側の制御回路１１０等と通信する。車
両側の通信機１２は、給電器側の通信機１１２や、携帯電話機等の携帯機器１２０と通信
可能に構成されている。車両制御ＥＣＵ９は、充電器ＥＣＵ５等を介して制御回路１０を
制御することで、蓄電装置３０の充電制御を行い、ナビゲーション装置、エアコン装置、
圧縮機等の各種の負荷３３，３４に対して給電処理も行う。
【００５０】
　住宅内の配電盤１０２は、外部の系統電源等の電力を住宅側で使用される機器の負荷１
０３，１０４，１０５等に割り振る機能を果たす。この割り振り機能は、住宅用制御装置
１００が配電盤１０２を制御することにより行われる。給電器は、通信機１１２を介して
住宅外部の車両１における通信機１２と各種情報を通信することができる。
【００５１】
　車両１は、遊星歯車機構からなる動力分割機構２１を備えている。この動力分割機構２
１によって第１モータジェネレータ４１、第２モータジェネレータ４２、及びエンジン２
０の動力が分割されるようになっている。
【００５２】
　第１モータジェネレータ４１、エンジン２０、及び第２モータジェネレータ４２は、そ
れぞれ、動力分割機構２１のサンギア、キャリア、リングギアに機械的に連結されている
。第２モータジェネレータ４２には、車軸２２を解して駆動輪２３が機械的に連結されて
いる。車軸２２は、エンジン２０及び第２モータジェネレータ４２から出力された動力を
駆動輪２３に伝達するための軸である。また、第１モータジェネレータ４１及び第２モー
タジェネレータ４２のそれぞれには、第１インバータ４３、第２インバータ４４が接続さ
れている。
【００５３】
　上記構成において、車両１の各部の作動状態について説明する。車両１は蓄電装置３０
が所定のＳＯＣ（state of charge）以下となるまでは蓄電装置３０からの電力供給で動
作する第２モータジェネレータ４２のみで走行する。車両１はその後、発進時、ごく低速
時、ゆるやかな下り坂走行時等、エンジン効率のよくない場合には、エンジン２０を停止
させたまま、蓄電装置３０からの電力供給で動作する第２モータジェネレータ４２のみで
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走行する。通常走行時には、エンジン２０の動力は２経路に分割し、一方は車軸２２を介
して駆動輪２３を駆動し、もう一方は第１モータジェネレータ４１を駆動して発電する。
この発電した電力で第１モータジェネレータ４１を駆動することにより、エンジン２０の
駆動力をアシストする。車両制御ＥＣＵ９は、最大効率が得られるように動力分割機構２
１の分割の割合を制御する。さらに加速時には、蓄電装置３０から電力が供給されて、さ
らに第２モータジェネレータ４２による駆動力が追加される。
【００５４】
　減速時、制動時には、駆動輪２３が第２モータジェネレータ４２を駆動し、発電機とし
て作動させて回生発電を実施する。この回生した電力は、蓄電装置３０に蓄電される。停
車時には、冷房時、エンジン暖機中、充電時を除き、エンジン２０及びモータジェネレー
タ４１，４２は停止している。蓄電装置３０への充電が必要な場合の走行時には、通常走
行時よりも多めにモータジェネレータ４１，４２を駆動させて余剰電力を蓄電装置３０に
充電する。
【００５５】
　次に、非接触給電制御装置が実施する給電に係る動作について、図４を参照して説明す
る。図４は、第１実施形態に係るシステムにおいて、車両への充電運転の際に実行する処
理手順を示したメインフローチャートである。
【００５６】
　図４に示すように、まずステップ１で、充電のための給電要求があるか否かを判定する
。給電要求は、例えば、ユーザー等の操作に基づいた蓄電装置３０への充電要求や補機類
の駆動要求があると満たされる。
【００５７】
　給電要求が満たされたと判定すると、ステップ２で車両１の周辺に生体が検知されたか
否かを判定する。この生体検知は、例えば、上記の第１の生体検知～第４の生体検知のい
ずれか、または２つ以上を組み合わせて実施することができる。
【００５８】
　ステップ２で生体が検知されたと判定すると、ステップ５以降の給電運転に移行せずに
、次にステップ３で生体の検知後、設定されたα分が経過したか否かを判定する。この設
定時間α分は、例えば現在の蓄電装置３０のＳＯＣと充電を終了する条件である終了ＳＯ
Ｃとの差に応じて決定される。設定時間α分は、当該ＳＯＣの差が小さいほど長く設定さ
れ、大きいほど短く設定される値である。つまり、設定時間α分は、デフォルト値は所定
時間、例えば１５分に設定されているが、充電運転毎に更新される値である。
【００５９】
　まだ、ステップ３でα分が経過していないと判定した場合はステップ１に戻るが、α分
が経過したと判定すると、車両制御ＥＣＵ９は、車両１の乗員や車両１の周辺に給電が開
始できない状況であることを知らせるように報知部１３を制御する。報知部１３による報
知後は、ステップ１に戻る。
【００６０】
　報知部１３は、車両１の乗員や車両１の周辺に対し、音声手段、照明手段、または表示
手段によって生体検知情報、給電電力の制限情報を知らせる。音声の場合はホーンやドア
開閉時の電子音、照明の場合はヘッドライト、ルームランプ、テールランプ等の点灯やハ
ザード点滅、表示の場合はハンドルの前方またはダッシュボードの中央部に配された計器
表示盤の一部に配置される液晶ディスプレイで表示等を実施する。これは、α分経過して
も給電が開始できない状態であることを解消し、早期に充電を開始して充電時間を確保す
るための手段である。このように、車両１が有する音発生手段、照明手段、または表示手
段を活用した報知を行うことにより、車両１の乗員や周囲の人に、効果的、早急に電磁界
からの影響を受け得る生体を遠ざけるように促すことができる。
【００６１】
　ステップ２で生体が検知されないと判定すると、給電を開始するための障害となる生体
や通信機器の誤作動等の問題が生じていないと判断でき、以降の給電運転に向けての準備
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を整える。ステップ５で車両１側の給電準備を実施し、ステップ６で給電器側の給電準備
を実施する。
【００６２】
　車両１側の給電準備は、車両１側の給電制御用スイッチをＯＮし、システムメインリレ
ーを蓄電装置３０側に接続する。さらに、各種ＥＣＵへの電源供給のため、降圧コンバー
タ３２を駆動するとともに、充電を終了する条件である終了ＳＯＣを所定のマップを用い
て算出して設定する。給電器側の給電準備は、給電器側の給電制御用スイッチをＯＮし、
システムメインリレーを給電器の二次側に接続する。
【００６３】
　車両１側及び給電器側の給電準備が整うと、ステップ７で給電を開始し、ステップ８で
給電指令電力を読み込み、これに応じて給電を制御する（ステップ９）。給電制御後は、
蓄電装置３０の蓄電量が充電終了ＳＯＣの条件が成立するまで給電を継続する。ステップ
１０で充電終了ＳＯＣの条件が成立したと判定すると給電を終了し、本フローチャートは
終了する。ステップ１０で充電終了ＳＯＣの条件がまだ成立していないと判定すると、ス
テップ１１で先のステップ２と同様の生体検知の判定を実施する。ステップ１１で生体が
検知されていないと判定すると、ステップ９に戻り、給電制御を継続する。
【００６４】
　ステップ１１における生体検知判定は、地上側給電部１１１からの給電中、すなわち、
充電運転中に実施される生体検知判定である。この生体検知判定は、充電運転中に生体が
検知された場合に、電磁界からの影響を憂慮して給電を制限する処理を実施するためのト
リガーとなる。また、この生体検知判定では、後述する第１～第４の生体検知フローによ
って生体の有無を判定することができる。
【００６５】
　ステップ１１で生体が検知されたと判定すると、ステップ１２で給電指令電力制限を実
施する。この給電指令電力制限における電力の制限値は例えば通常の１／２の出力である
。この処理により、給電を中断しないで充電終了へ近づくように制御しつつ、生体への悪
影響を抑制した給電も実施できるのである。
【００６６】
　次にステップ１３で、給電電力の制限実施後、設定されたβ分が経過したか否かを判定
する。この設定時間β分は、先のα分と同様に、現在の蓄電装置３０のＳＯＣと充電を終
了する条件である終了ＳＯＣとの差に応じて決定される。設定時間β分は、当該ＳＯＣの
差が小さいほど長く設定され、大きいほど短く設定される値である。つまり、設定時間β
分は、デフォルト値は所定時間、例えば１５分に設定されているが、充電運転毎に更新さ
れる値である。
【００６７】
　まだ、ステップ１３でβ分が経過していないと判定した場合はステップ９に戻り、給電
制御を継続するが、β分が経過したと判定すると、車両制御ＥＣＵ９は、車両１の乗員や
車両１の周辺に給電を制限している状況であることを知らせるように報知部１３を制御す
る。報知部１３による報知後は、再びステップ９に戻り、給電制御を継続する。
【００６８】
　次に、上記のステップ２及びステップ１１で実施する生体検知判定の処理について、図
５、図８、図１０及び図１１を参照して説明する。
【００６９】
　（第１の生体検知に係るフロー）
　まず、図５を参照して第１の生体検知フローを説明する。この第１の生体検知フローの
実行により、車両１の周辺における生体の有無を判定し、その判定結果に対応する以降の
適切な処理を実行することができるのである。図５に示すように、ステップ２０で、駐車
完了状態であるか否かを判定する。このステップ２０では、例えば車両１が停車し、車両
１の車両側受電部１１が地上側給電部１１１に給電可能な所定範囲内に位置しているか否
かを判定する。この判定は駐車完了状態になるまで継続される。
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【００７０】
　ステップ２０で駐車完了状態であると判定すると、次にステップ２１で、画像処理ＥＣ
Ｕ６は、車両１に搭載されたカメラ６１で撮影した車両周辺の画像を電気信号として取得
する。そして、画像処理ＥＣＵ６は、ステップ２２で電気信号として取得した画像データ
を解析して画像処理を実行し、画像処理の結果を用いて画像データに含まれる撮像範囲で
生体が存在するか否かを判定する。
【００７１】
　ステップ２２の判定が「生体の存在なし」の場合は、ステップ２４で「生体なし」のフ
ラグを立て、ステップ５やステップ８に進み、本フローを終了する。ステップ２２の判定
が「生体の存在有り」の場合は、ステップ２３で「生体有り」のフラグを立て、ステップ
３やステップ１２に進み、本フローを終了する。
【００７２】
　以上の図４を参照して説明した充電運転における、生体検知、給電電力、蓄電装置３０
のＳＯＣの関係について、図６にしたがって説明する。図６は、充電運転における生体判
定の結果に応じた車両１への給電電力の変化とＳＯＣの変化を示したタイムチャートであ
る。
【００７３】
　図６に示すように、給電開始時に、生体判定が生体を検知している間は、給電は０[ｋ
Ｗ]であり、給電を行っていない。そして、生体が検知されなくなると、給電の電力が２[
ｋＷ]に増加するため、その間の現ＳＯＣは終了ＳＯＣに向けて順調に増加し続ける。し
かし、給電中に、再び生体が検知されると、給電の電力が再び１[ｋＷ]に制限されている
ため、その間のＳＯＣは微増状態に戻る。また生体が検知されなくなると、給電の電力が
２[ｋＷ]に増加するため、その間の現ＳＯＣは終了ＳＯＣに向けて順調に増加し続け、終
了ＳＯＣに達すると、給電が停止し、充電運転を終了する。もちろん、給電の電力制限は
１[ｋＷ]よりも低い０．５[ｋＷ]や、０．５[ｋＷ]未満で０[ｋＷ]以上の範囲に含まれる
所定の値で実施してもよい。
【００７４】
　（第２の生体検知に係るフロー）
　次に、図８を参照して第２の生体検知フローを説明する。この第２の生体検知フローの
実行により、車両１の周辺における生体の有無を判定し、その判定結果に対応する以降の
適切な処理を実行することができるのである。図８に示すように、ステップ２０で、駐車
完了状態であるか否かを判定する。このステップ２０では、例えば車両１が停車した状態
で、車両１の車両側受電部１１が地上側給電部１１１に給電可能な所定範囲内に位置して
いるか否かを判定する。この判定は駐車完了状態になるまで継続される。
【００７５】
　ステップ２０で駐車完了状態であると判定すると、次にステップ２１ａで、まず、コー
ナーセンサＥＣＵ７は、車両１に搭載されたコーナーセンサであるセンサ７１～７４によ
って車両周辺における初期状態の障害物を検出する。これは、初期状態として、車両周辺
に壁、フェンス、隣の車両等が存在するかどうかを検出する処理である。
【００７６】
　そして、コーナーセンサＥＣＵ７は、ステップ２２ａで、センサ７１～７４による車両
周辺の障害物を検出する。このときの検出結果が、先のステップ２１ａでの初期状態の検
出結果と比較して異なる障害物の検出を確認できるものかどうかを判定する。ステップ２
２ａの判定が新たな障害物を検出しないものであるときには、ステップ２４で「生体なし
」のフラグを立て、ステップ５やステップ８に進み、本フローを終了する。ステップ２２
ａの判定が新たな障害物を検出するものであるときには、ステップ２３で「生体有り」の
フラグを立て、ステップ３やステップ１２に進み、本フローを終了する。
【００７７】
　（第３の生体検知に係るフロー）
　次に、図１０を参照して第３の生体検知フローを説明する。この第３の生体検知フロー
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の実行により、車両１の周辺における生体の有無を判定し、その判定結果に対応する以降
の適切な処理を実行することができるのである。図１０に示すように、ステップ２０ａ、
ステップ２２ｂでは、スマートＥＣＵ８は、車両１の外に固有管理番号に該当するスマー
トキーがあるか否かを判定する。ステップ２０ａでは、スマートキーを所持した者が所定
のキー検知範囲Ｄ３に入ったか否かを判定することができる。この判定はスマートキーの
固有管理番号を受信するまで繰り返される。
【００７８】
　ステップ２０ａでキー検知範囲Ｄ３にキーが存在すると判定すると、次にステップ２２
ｂで、検知されたキーの固有管理番号が車両１に登録されている固有管理番号と一致する
か否かを判定する。スマートＥＣＵ８が、ステップ２２ｂで検知されたキーの固有管理番
号と車両１の固有管理番号とが一致しないと判定した場合は、ステップ２４で「生体なし
」のフラグを立て、ステップ５やステップ８に進み、本フローを終了する。スマートＥＣ
Ｕ８が、ステップ２２ｂで車両１の固有管理番号と一致する電気信号を受信したときは、
キー照合がなされたとして車両１固有のスマートキーを所持する者が車両１の周辺に存在
するとして、ステップ２３で「生体有り」のフラグを立て、ステップ３やステップ１２に
進み、本フローを終了する。
【００７９】
　（第４の生体検知に係るフロー）
　次に、図１１を参照して第４の生体検知フローを説明する。この第４の生体検知フロー
の実行により、車両１の周辺における生体の有無を判定し、その判定結果に対応する以降
の適切な処理を実行することができるのである。図１１に示すように、ステップ２０で、
駐車完了状態であるか否かを判定する。このステップ２０では、例えば車両１が停車した
状態で、車両１の車両側受電部１１が地上側給電部１１１に給電可能な所定範囲内に位置
しているか否かを判定する。この判定は駐車完了状態になるまで継続される。
【００８０】
　ステップ２０で駐車完了状態であると判定すると、車両制御ＥＣＵ９は、ステップ２１
ｃ１で車両１の位置情報を取得する。さらに車両制御ＥＣＵ９は、ステップ２１ｃ２で、
上述したように車両周辺に携帯機器１２０が存在する場合にはその正確な位置情報を取得
する。そして、車両制御ＥＣＵ９は、ステップ２２ｃで、取得できた車外の携帯機器１２
０の位置が車両１に対して予め設定された範囲内にあるか否かを判定する。
【００８１】
　車両制御ＥＣＵ９が、ステップ２２ｃで当該携帯機器１２０の位置が車両１に対する設
定範囲内にはないと判定した場合は、携帯機器１２０を所持する生体が電磁界によって悪
影響を受けることはないと判断して、ステップ２４で「生体なし」のフラグを立て、ステ
ップ５やステップ８に進み、本フローを終了する。車両制御ＥＣＵ９が、ステップ２２ｃ
で当該携帯機器１２０の位置が当該設定範囲内にあると判定した場合は、携帯機器１２０
を所持する生体が電磁界によって悪影響を受けることおそれがあるため、ステップ２３で
「生体有り」のフラグを立て、ステップ３やステップ１２に進み、本フローを終了する。
【００８２】
　本実施形態の非接触給電制御装置がもたらす作用効果について説明する。非接触給電制
御装置は、車両１の外部に設けられる地上側給電部１１１から車両１に設けられる車両側
受電部１１へ非接触で電力を送る給電を制御する。非接触給電制御装置は、車両側受電部
１１への給電運転中に、地上側給電部１１１の周辺において生体の存在を検知したとき（
ステップ１１）は、車両側受電部１１へ給電する給電電力を、生体の存在が検知されてい
ない場合と比べて制限する（ステップ１２）。
【００８３】
　これによれば、給電運転中に生体を検知した場合は、電磁界による生体への悪影響が生
じない程度に給電の電力を制限する給電運転を行って給電を継続することにより、給電を
停止することなく、生体への悪影響を抑制しつつ車両１に走行用電力を充電することがで
きる。したがって、車両１への非接触給電を行う際に、生体への悪影響を抑制しつつ車両
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１への走行用電力を充電することができるため、人体、動物等に対する電磁界の影響の低
減及び車両１の充電時間の長期化防止を実現できる。
【００８４】
　車両が地上側給電部から車両側受電部への給電が可能な位置に停車し、かつ車両側から
給電要求があった場合に、例えば、車両のドアの施錠を検出してから給電を開始すると、
まだ車両の傍に人がいる可能性があり、電磁界の影響を受けてしまうおそれがある。本実
施形態の非接触給電制御装置では、上記の第１の生体検知手段から第４の生体検知手段の
少なくとも一つによって生体を検出するため、車両周辺に留まって車両からまだ十分に離
れていない人を検出することが可能である。したがって、このような場合に電磁界からの
影響の懸念を解消できるのである。
【００８５】
　また、給電運転中に、車両のドアの開錠を検出してから給電運転を停止等する場合には
、開錠の検出前に、人が車両の傍にいる可能性があり、この場合も電磁界からの影響を受
けてしまうおそれがある。本実施形態の非接触給電制御装置では、上記の第１の生体検知
手段から第４の生体検知手段の少なくとも一つによって生体を検出するため、ドアの開錠
前に車両に近づいている人を検出可能である。したがって、このような場合に電磁界から
の影響の懸念を解消できるのである。
【００８６】
　非接触給電制御装置は、給電電力を制限した給電運転中に、再び、地上側給電部１１１
の周辺において生体の存在を検知したときは、当該給電電力の制限を継続する（ステップ
１１、ステップ１２）。これによれば、一旦、給電電力の制限を実施して生体への電磁界
の影響を抑制する状態を、生体が検知され続けている間は維持する。この制御により、給
電運転中に生体が電磁界の影響を受ける可能性がある場合には電力制限を伴う給電を継続
できるため、安全性に優れた給電運転を継続的に実施できる。
【００８７】
　非接触給電制御装置は、給電運転を実施する給電運転要求があり、かつ給電運転を実施
する前に、地上側給電部１１１の周辺において生体の存在を検知したときは、給電運転を
開始しない（ステップ２、ステップ３）。これによれば、給電を行っていないときに、例
えば給電停止中に生体を検知すると、給電運転要求があった場合でも給電運転を開始しな
い。これにより、給電運転要求に反しても給電停止状態を維持するため、給電開始と同時
に生体が電磁界から影響を受ける可能性を未然に防止するのである。
【００８８】
　非接触給電制御装置は、給電電力を制限している時間が設定された時間よりも長くなる
と、外部に向けて報知する（ステップ４、ステップ１４）。これによれば、電力制限の時
間が長引いた場合には人に対して報知することにより、生体の接近した状態を早急に解消
することができる。このように早急に解消した後は、通常の電力で給電運転を実施するこ
とも可能になるので、車両１の蓄電装置３０等への充電に要する時間を短くすることがで
きる。したがって、早期の充電完了を実現できる。
【００８９】
　非接触給電制御装置は、外部に向けて報知するときのトリガーとなる上記の設定された
時間（例えば、α分、β分）を、現在の蓄電装置３０のＳＯＣと終了ＳＯＣとの差に基づ
いて決定する（ステップ３、ステップ１３）。これによれば、現在のＳＯＣと終了ＳＯＣ
との差の大きさに応じて、外部への報知を開始するまでの時間を短く設定することが可能
になり、給電制限を行わない給電運転時間を多く確保することもできる。例えば、現在の
ＳＯＣと終了ＳＯＣとの差が大きい場合は、α分やβ分を短く設定することにより、給電
制限を行う給電運転を早期に終了させるために早期に報知を実施し、給電制限のない給電
運転時間を多く確保するので、生体への電磁界の影響を抑制し、かつ車両への充電終了を
早期に実現する制御を提供することができる。
【００９０】
　また、本実施形態の非接触給電システムは、上記の非接触給電制御装置と、地上側給電
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部１１１の周辺において生体の存在を検知する上記の生体検知手段と、を備える。この構
成によれば、給電運転中に、磁界が発生している地上側給電部１１１の周辺に人体等の生
体を検知した場合は、検知していない場合と比較して給電電力を制限する給電運転を実施
する非接触給電システムを提供できる。
【００９１】
　（他の実施形態）
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明は上述した実施形態に何
ら制限されることなく、本発明の主旨を逸脱しない範囲において種々変形して実施するこ
とが可能である。
【００９２】
　上記実施形態では、生体検知手段により車両周辺に生体を検知した場合に、給電の電力
を制限する処理を実施する。このとき、電力制限を伴う給電運転を行った後、ユーザー等
に報知し、プラグインによるケーブルを介した給電に切り替えるようにしてもよい。また
、電力制限を伴う給電運転が長引いて、設定された時間を超過した場合に、プラグインに
よる給電に切り替えるように、ユーザー等に報知するようにしてもよい。
【００９３】
　上記実施形態では、車両１側の車両制御ＥＣＵ９が各種ＥＣＵとともに統合ＥＣＵとし
て本発明の非接触給電制御装置を構成することと記載しているが、この形態に限定するも
のではない。例えば、車両制御ＥＣＵ９が地上側給電設備に設けられる生体検知に関わる
ＥＣＵ及び給電制御に関わるＥＣＵとともに、統合ＥＣＵとして本発明の非接触給電制御
装置を構成してもよい。また、地上側給電設備に設けられるＥＣＵが地上側給電設備に設
けられる生体検知に関わるＥＣＵ及び給電制御に関わるＥＣＵとともに、統合ＥＣＵとし
て本発明の非接触給電制御装置を構成してもよい。また、地上側給電設備に設けられるＥ
ＣＵが車両１側に設けられる生体検知に関わるＥＣＵ及び給電制御に関わるＥＣＵととも
に、統合ＥＣＵとして本発明の非接触給電制御装置を構成してもよい。
【００９４】
　上記実施形態では、設備側の給電器は、住宅１００の系統電源から電力が送電される形
態であるが、この形態に限定するものではない。例えば、給電器は、コインパーキング等
の駐車設備、商業施設、公共施設等に設けられる充電ステーションに設置されるものであ
ってもよい。
【００９５】
　上記実施形態では、本発明に係る車両用電力制御装置をパラレルシリーズハイブリッド
車に適用した例を説明したが、当然のことながら本発明が適用可能な車両は、この種のも
のに限定されない。例えば、電気自動車に適用可能であり、外部から電力を取り込んで、
二次電池に蓄電可能な構成を備え、電力を駆動力に変換して走行する車両であれば、適用
可能である。
【００９６】
　上記実施形態では、車両側から延びるコードの先端に設けられるプラグ１１３が、住宅
の配電盤１０２からのからの配線の端末に設けられるコンセント１０１に接続されること
により、制御回路１０に電力が供給可能な状態になる。このようなプラグ１１３は住宅側
に接続する形態に限定されず、住宅側から延びるコードの先端にあるプラグを車両側の充
電リッドに接続する形態であってもよい。
【符号の説明】
【００９７】
　１…車両
　５…充電器ＥＣＵ（給電要求検出手段）
　６…画像処理ＥＣＵ（生体検知手段）
　７…コーナーセンサＥＣＵ（生体検知手段）
　８…スマートＥＣＵ（生体検知手段）
　９…車両制御ＥＣＵ（非接触給電制御装置、車両位置検出手段）
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　１１…車両側受電部
　１３…報知部（音発生手段、照明手段）
　６１…カメラ
　７１，７２，７３，７４…センサ
　８１…送受信機（受信機）
　１１１…地上側給電部
　１１２…通信機（携帯送信機）
　１２０…携帯機器
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